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4. まとめ
このように、ITIL® を IT だけではなく企業のサービス
部門にまで広げていった先には、さらに企業全体にお
けるサービス事業におけるサービスマネジメントの世
界が広がっている。もはやすべての企業はサービス事
業会社であり、すべての企業はサービスプロバイダで
あるため、サービスマネジメントは不可欠となってい
るのである。

これは、ITSM の考え方をサービス部門 (SU) だけに広
げるのではなく、さらにビジネス部門 (BU) にも広げ
ることで、デジタル技術をビジネスに取り入れるデジ
タルトランスフォーメーションにも対応し、事業部門
から企業全体のエンタープライズレベルのサービスマ
ネジメントを促進することができる。

つまり、このジャーニー ( 旅 ) は ITIL®/ITSM から
ESM、そしてその先にはデジタルトランスフォーメー
ション /VeriSM™までのロードマップを描くことがで
きる。そして、VeriSM™のマネジメントメッシュに、
ITIL® はもちろん DevOps, Agile, SIAM などのプログ
レッシブマネジメントプラクティスを加えてエンター
プライズレベルでトランスフォーメーションすること
になるであろう。

これは、ITIL® が様々な他のプラクティスやフレーム
ワークと融合し、IT サービスマネジメントといった限
られた世界から、より広い真のエンタープライズレベ
ルのサービスマネジメントへと活用が進んでいること
を意味する。
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